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(３) 食事券の利用、回収後の加盟店への代金の振込
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■ 換金について

換金の流れ
利用分食事券は、データセンターで受取、各加盟店ごとに員数チェックを
行った。各加盟店での利用分をデータにまとめ、当事務局に共有。事務局内
にてデータに基づき振込をした。

換金
スケジュール

基本的には、月末回収、翌月末振込となるように設定。
（下記換金スケジュール参照）

回数
加盟店⇒

データセンター送付
※データセンター必着日

データセンター
集計～エラーチェック

振込作業

1回目 2020年10月25日（日） 2020年10月26日（月）～11月06日（金）
2020年

11月10日（火）

2回目 11月25日（水） 11月26日（木）～12月07日（月） 12月11日（金）

3回目 12月25日（金）
12月26日（土）

～2021年01月07日（木）
2021年

01月12日（火）

4回目 2021年01月25日（月） 01月26日（火）～02月08日（月） 02月10日（水）

5回目 02月25日（木） 02月26日（金）～03月08日（月） 03月10日（水）

6回目 03月31日（水） 04月01日（木）～04月09日（金） 04月12日（月）

7回目 04月23日（金） 04月26日（月）～05月12日（水） 05月20日（木）

8回目 05月25日（火） 05月26日（水）～06月07日（月） 06月17日（木）

9回目 06月30日（水） 07月01日（木）～07月09日（金） 07月21日（水）

10回目 07月15日（木） 07月16日（金）～07月23日（金） 08月12日（木）

11回目 08月31日（火） 09月01日（水）～09月09日（木） 09月30日（木）

12回目 10月15日（金） 10月16日（土）～10月25日（月） 11月25日（木）

13回目 ※電子クーポンのみ 11月26日（金）～12月07日（火） 12月23日（木）

14回目 12月23日（木）
12月24日（金）

～2022年01月07日（金）
2022年

01月20日（木）

15回目 2022年01月31日（月） 02月01日（火）～ 02月14日（月） 02月24日（木）

16回目 03月11日（金） 03月12日（土）～ 03月23日（水） 03月31日（木）

17回目 05月06日（金） 05月07日（土）～ 05月18日（水） 05月26日（木）

18回目 06月10日（金） 06月11日（土）～06月22日（水） 06月30日（木）

19回目 06月24日（金） 06月25日（土）～07月06日（水） 07月14日（木）
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■ 換金について

周知方法
加盟店向けホームページや店舗専用管理画面に換金方法を掲載、振込スケ
ジュールは別途、各店舗へ郵送した。

商業施設の
換金方法

対象商業施設：東武百貨店船橋店、そごう千葉店、ワンズモール、柏高島屋、
柏高島屋ステーションモール、NAGAREYAMAおおたかの森S・C
商業施設で各店舗とは別途加盟店登録をしていただき、登録いただいた口座
に各店舗の利用分を振り込んだ。
（各店舗の利用金額は各商業施設から送付してもらい、内訳を管理した）
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(４) 実績確認監査等事業者への報告
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■ 実績確認監査等事業者への報告について

報告有無
キャンペーン期間中、食事券販売・利用の実績を、毎月、別途定める様式に
より、実績確認監査等事業者（EY社）へ報告した。

効率的な方法
様式、期日及び方法は、データベースソフトを利用し、CSVデータを作成の
上、実績確認監査等事業者（EY社）に報告した。

報告・承認
実績確認監査等事業者（EY社）から指定された様式、期日に準じ実施し報告
した。

事前テスト
報告

毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよう、事業開始に
当たり、事前テスト報告に協力した。
実績確認監査等事業者（EY社）の指定する方法により、ダミーデータの提出
を行った。
また、実績報告や根拠資料のデータ提出に当たっては、複数者によるダブル
チェックを行った。（ダブルチェックの際は、1回目、2回目のチェック者を
変えて、ミスがないように配慮した）

監査
実績確認監査等事業者（EY社）が2020年12月に本部事務局を訪問された際
に、検査で必要な資料等を提出する等協力した。

連絡窓口
実績確認監査等事業者（EY社）との連絡窓口は、本部事務局内に設置した。
（実績確認監査等事業者（EY社）とやり取りする者を専任した）
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■ 相談窓口の報告について

情報提供
相談窓口・申請案内等事業者（博報堂）が、事業の基本的内容を利用者と飲
食店に説明するために必要となる情報の提供に協力した。
（メールや電話等による報告）

連絡窓口
博報堂に対しては、メールでの報告（県別のスターターキット発送先リスト
の共有など）をし、連絡窓口は、本部事務局内に設置した。
（博報堂とやり取りする者を専任した）
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■ 加盟店になるまでのながれ

①説明会（各地区別に日程を分けて開催）

番号 対象 月日・時間 定員 会場施設名

1

県商工会議所連合会
県商工会連合会
県中小企業団体中央会
県庁商工労働部経営支援課

令和2年9月11日（金）
15:30～17:30

10
千葉第一生命ビル
会議室

2
県商工会議所連合会
県商工会連合会
県庁商工労働部経営支援課

令和2年9月23日（水）
15:00～17:00

10
千葉第一生命ビル
会議室

3 八街商工会議所
令和2年9月29日（火）

14:00～16:00
15 八街商工会議所

4 館山市商工会 令和2年10月2日（金） 70 館山商工会議所

5 南房総市商工会 令和2年10月5日（月） 70 南房総市内内房商工会

6 いすみ市商工会 令和2年10月7日（水） 40 いすみ市商工会

7 県商工会議所連合会
県商工会連合会

令和2年10月9日（金）
15:00～16:30

25 千葉商工会議所

8 山武市商工会議所
令和2年10月28日（水）

15:00～17:00
20 山武市役所

②受付開始 令和2年9月15日（火）から

③事務局による同意書の送付、ダウンロード、WEBフォームでのチェック
※加盟にあたり、手数料は0円

④加盟店登録
<加盟店要件（宣誓事項）>
・業界ガイドラインに基づき新型コロナウィルス感染予防対策に取り組んでいる
・本サービス利用規約及びプライバシーポリシーに同意する
・店舗所在地は千葉県である
・反社会的勢力等ではない
・「風俗営業法」「接待飲食店営業」を営む飲食店ではない
・本キャンペーンのルールを順守し、不正利用はしない

＜追加事項＞
・「感染拡大防止対策チェックリスト」の掲示推奨
・「千葉県飲食店感染防止対策認証事業認証店（認証店）」または
「千葉県飲食店感染防止基本対策確認店（確認店）」の取得

⑤スターターキット送付
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(６) 飲食店の新規加盟促進
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■ 加盟店に対する同意書
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■ 利用者への周知について

掲載内容
発行、販売する食事券の利用者による利用を促進するために、Webページ上に
食事券の購入方法（①）、利用方法（②）、利用できる加盟店（③）等を掲載
した。

周知方法
食事券の販売時に、食事券の利用方法、利用できる加盟店等の情報を調べる方
法が分かりやすく伝わるよう、電子クーポンの利用方法は動画による案内
（②）を、加盟店はMAP形式とPDF一覧形式（③）にて案内した。

加盟店での
周知

本事業による食事券を利用できる加盟店において、A4ポスター（④）やステッ
カー（⑤）を貼る、レジ周辺に電子クーポン決済用QRコードPOP（⑥）を置い
ていただき、利用者がすぐに分かるようにした。（認証店にはのぼり⑦）

その他周知 商工会、商工会議所などでチラシ・ポスターによる周知を行った。

①利用者向けHP（購入方法） ②利用者向けHP（操作方法） ③利用者向けHP（加盟店一覧）

⑤ステッカー
（認証店・確認店向け）

④A4ポスター
（認証店・確認店向け）

⑥決済用QRコード
（認証店・確認店向け）

④A4ポスター
（認証店限定）

⑥決済用QRコード
（認証店限定）

⑦のぼり
（認証店限定）
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■「サービス産業消費喚起事業（Go To Eatキャンペーン）給付金

及び飲食業消費喚起事業給付金に関する給付規程」が掲載されているホームページ画面

虚偽報告対策
加盟店による自己取引、架空取引、虚偽報告に対する対策としては、リアル
タイムで反映される食事券利用金額が営業時間外に反映されていることや同
一人物により決済されていることなど随時確認をし、対策した。

偽装店舗対策

飲食店による加盟店要件の偽装、実態のない店舗の加盟に対する対策として
は、飲食店の加盟承認をする際に、店舗名、住所、電話番号などインター
ネット上で調べて確認をした。それでも確認ができない店舗には、電話や店
舗写真を送付してもらうなど偽装がないか確認をした。

無効処理対策
加盟店が利用済み食事券を無効処理しないことによる不正対策として、加盟
店側では無効処理等の操作が一切出来ない電子システムを構築した。

利用者不正
対策

利用者による買占め・転売、偽造など、利用者が行う不正に対する対策とし
ては、食事券に購入制限（1人1回2万円まで、抽選方式の実施など）をかけ
ることで買占めを防いだ。電子クーポンでは、利用者本人のLINEアカウント
でのみ食事券の利用が可能となっていることで、転売、偽造を防いだ。また、
紙クーポンには偽造防止を講じた印刷をした。

内部不正対策
受託者内部において発生し得る不正を防止するための対策としては、紙クー
ポンは、シリアルナンバーで管理、販売額と入金額の比較確認を、電子クー
ポンは、管理画面を複数者で管理することによる不正防止対策を行った。

不正実例 なし

■ 不正防止対策について
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(９) 問合せ対応
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■ 問合せ対応と実績

コールセンター

専用
電話番号

加盟店又は飲食店専用：0570-052-080
利用者専用 ：0570-052-120

受付期間 令和2年9月15日～令和4年8月5日

受付時間 平日10：00～19：00

受付実績 52,145件

LINE問い合わせフォーム

フォーム
種類

・エラー／QR決済／購入不可
・店舗で使用不可と言われた
・その他お問合せ

受付期間 令和2年10月8日～令和4年1月5日

受付時間 24時間（問合せへの対応は平日10：00～19：00）

受付実績

＜認証店・確認店向け＞
・エラー／QR決済／購入不可 745件
・店舗で使用不可と言われた 678件
・その他お問合せ 3,493件
＜認証店限定＞
・エラー／QR決済／購入不可 307件
・店舗で使用不可と言われた 67件
・その他お問合せ 295件
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■ 余剰金

6,498万5,383円
※余剰金の活用について今後、県と協議し、方向性を検討

■ 本事業を受託して当社としての意見

食事券発行事業者として、紙と電子（LINE券）の両方を扱う提案には賛否を賜る中、
心配された混乱もなく多くの利用者に理解、購入をしていただけた。

施策の対象である飲食店側へは、千葉県商工労働部、県内全域の商工会、商工会議所のご
協力、アドバイスから対面と動画による説明会を重ねることで、多くの店舗に参加いただ
いた。
非接触による感染防止も含め、電子券のメリット（加盟店による食事券半券の発送がない
こと、加盟店は日々の売り上げを店舗管理画面で確認できること等）に理解をいただけた
ことは、今後のデジタル化の時代に向けて意義はあったものと感じる。コロナ禍において、
さまざまな消費喚起の施策を実施して頂いている中、
業界としてGo To Eat事業に携わることができ、事務局運営等のノウハウを会得できたこ
とも意義があったと考える。
広報、販売から決済まで、飲食店関係の方々をはじめ県内のさまざまな業界の方と接する
機会を賜り成長することもできた。少しでも地域への貢献ができたものであれば幸甚であ
る。

■ 需要喚起の効果

10,000店舗を想定した中、約8,000店の加盟をいただき運営に至った。
（紙のみ：1,826店舗、電子のみ：400店舗、両方：5,663店舗）

「商品券は紙券である」の概念を打破し、電子券のメリットをいかに発信できるか、都市
部と地方との地域性もあり、ハイブリッドの選択以前に、この事業の飲食店応援の意義説
明から始まった感があった。
しかしながら、当初は紙券だけであったが、メディア等で取り上げられたことによる話題
性と、電子券の販売購入から精算の即効性と正確性が理解され、電子と併用を希望する店
舗が増加した。一般のオンライン予約サービスの利用と異なり、手数料が発生しない点が
理解された面もある。
期中、何回かの販売停止と利用自粛が行われたたものの、第一期（既存券）は紙・電子と
もにほぼ完売（販売額：80億円）。第二期（追加券）も特に電子券はその購入方法が簡
易であるという利点からほぼ完売に至った（販売額：18.7億円）

加盟店からの換金請求総額は約126億円となり、コロナ禍において、千葉県内の飲食店
応援の一助となったものと推察できる。




